
東日本大震災からの復旧・復興に向けた国公労連の提言（第1次案）
＝被災者本位の生活再建と地域再生に向けて公務・公共サービスの拡充を＝
2011年6月25日　日本国家公務員労働組合連合会（国公労連）

はじめに
東日本大震災から3か月が経過した。復旧・復興の遅れがマスコミ等でも指摘される中、東日本大震災復興基本法（以下「復興基本法」という。）が6月20日に成立し24日に施行された。今後は、本日（25日）菅首相に答申される見込みの東日本大震災復興構想会議（以下「復興構想会議」という。）の提言も踏まえ、東日本大震災復興基本方針（以下「復興基本方針」という。）が定められる。
こうした状況のもと、国公労連は、国の行政機関など公務・公共サービスに従事する労働者で組織する労働組合として、今後の国の行方をも決定づける東日本大震災からの復旧・復興のあり方について提言を行うものである。なお、本提言は第1次案として現段階でとりまとめたものであり、内外からの意見もいただきつつ、今後も組織的な議論を重ねて補強・充実していくものである。
(1)　東日本大震災はかつて経験したことがない規模の被害をもたらした。
3月11日、国内観測史上最大となるマグニチュード9.0の東北地方太平洋沖地震が発生した。最大震度7を記録した激しい長時間の地震により、東北地方から関東地方の一帯、さらに長野県北部や静岡県東部にわたる広大な地域が被災地となり、岩手県、宮城県、福島県などで多くの家屋や施設が倒壊・損壊し、道路・鉄道などの交通網や電気・ガスなどのエネルギー施設、水道、電話などの通信施設が各地で寸断された。また、地盤の液状化現象が多くの地域で発生した。

三陸地方から房総半島かけての太平洋沿岸には巨大な津波が押し寄せ、JR山手線内側の約9倍に相当する561km2に浸水被害をおよぼし、多くの人命を奪うとともに、家屋や事業所、農地や漁場、港湾施設などを根こそぎ破壊し、生活や労働の場が失われた。東京電力福島第1原子力発電所では炉心冷却が不能となり、大量の放射性物質が飛散するとともに、放射性物質を含む汚染水が漏れ続けるというかつてないような脅威が続き、被害を拡大・深刻化している。

(2)　震災からの復旧・復興のあり方が今後の日本社会を決定づける。
東日本大震災からの復旧・復興は決して容易なものではない。相当長い期間を要することに加え、その規模の大きさからも、復旧・復興のあり方が今後の日本の社会を決定づけると言っても過言ではない。まずもって震災からの復旧・復興は、費用をはじめとして国が全面的に責任を持たねばならない。
また、復旧・復興にあたっては、阪神・淡路大震災の際に、震災前から計画されていた大規模開発や区画整理事業が真っ先に行われ、地元住民の生活再建が取り残された反省も踏まえ、被災者本位の生活再建と地域再生を最優先に位置づけ、被災地住民の生命と人権、暮らしと雇用を最重視した対策をとる必要がある。同時に、それらを下支えする公務・公共サービスの充実が求められる。
提言にあたっての基本的な視点
(1)　明らかになった公務労働の重要性と新自由主義的「構造改革」の誤り
自らの命を賭して津波から住民の命を守るために奮闘した役場や警察、消防などの公務労働者の姿がマスコミでも大きく報じられた。殉職された方の責任感や姿勢などが称賛に値することはもちろんであるが、それは全体の奉仕者としての公務労働者に共通したものであることを見落としてはならない。国や地方自治体の公務労働者は住居を失うなど自らも被災しながら、大震災発生直後から職場に泊まりこむなど昼夜を分かたず懸命の救援活動にあたり、燃料確保やインフラ復旧、物流の復活、医療活動などを通じて被災者の生命と暮らしを支えている。
国の機関では、東北地方整備局が救援物資などの輸送経路を確保するため、全国からの応援や地元建設業者の協力も得て短期間で幹線道路の応急復旧を行い、労働局や労働基準監督署、公共職業安定所（ハローワーク）では被災で急増した失業者の生活保障や事業主の相談支援のため全国からの応援のもとで対応している。国立病院機構は全国から医師や看護師などを被災地の国立病院に派遣し、壊滅的な被害を受けた地域医療を支えている。
しかし、そうした公務労働者の懸命な努力にも関わらず、被災者の救援をはじめ復旧・復興に遅れをきたしている。それは、地震と津波によって地方自治体の機能が破壊されこともあるが、新自由主義的「構造改革」によって進められた「三位一体改革」や「平成の大合併」、「総人件費改革」や「集中改革プラン」により、公務労働者の削減と国の出先機関の統廃合、自治体の広域化が進められたことに大きな要因がある。
被災者本位の生活再建と地域再生のためには、1990年代半ばから進められた雇用・労働、社会保障、租税などの規制緩和・制度改悪などの新自由主義的「構造改革」路線を転換することが求められる。
(2)　復旧・復興を契機に新自由主義的「構造改革」を一気に推し進めようとする政府・財界
東日本大震災からの復旧・復興のあり方を示す復興基本法の主な内容は、1)復興債の発行、2)復興特別区域制度の整備、3)復興構想会議の設置（法定化）、4)復興庁の設置、となっている。様々な問題を含む法律であるが、とりわけ特区制度の整備は新自由主義的「構造改革」路線をさらに推し進めるものであり看過できない。
特区制度は特定の地域を対象として規制緩和などを行うものである。復興構想会議検討部会では、広範な被災地域を対象とした特区制度の導入とあわせ被災地域以外のエリアを含む特別措置が検討されており、その内容は個別法による漁港、港湾、海岸、市街地、農地、森林、自然公園の土地利用規制の一体的な緩和などとなっている。これは、復興構想会議（第9回・6月11日）で示された「復興への提言」骨子（たたき台）で明記されているとおり、漁業や宅地、農地、林野などの私権を緩和して民間企業主体の再編を狙うものであり、財界3団体（日本経済団体連合会、経済同友会、日本商工会議所）は第3回復興構想会議（第3回・4月30日）においてPFI制度の活用推進をそろって主張している。これと同様に、復興財源については「国民全体で広く復興を支える」として消費税などの庶民増税が、経済再生については「自由貿易の体制の推進」としてTPP（環太平洋戦略的経済連携協定）への参加が狙われている。
また、日本経団連は政府に対し東日本大震災にかかる規制改革要望を相次いで提出（第1次：4月28日、第2次：5月13日）し、貧困と格差を深刻化させた雇用・労働分野を始め震災復興とはおよそ無関係なものも多数含む12分野327項目にものぼる規制緩和を求めている。さらには、「震災復興に向けた緊急提言」（3月31日・日本経団連）や「東日本大震災からの復興に向けて＜第2次緊急アピール＞」（4月6日・経済同友会）などで、震災復興を機に自らが「究極の構造改革」と称する道州制の導入を推進しようとしている。日本経団連は5月27日に以上の内容を包括的にとりまとめた「復興・創生マスタープラン」を発表し、復興構想会議の提言や政府の基本方針への反映を迫っている。
一方で政府は、国が責任を負うべき福祉や教育分野などのナショナルミニマム保障を放棄する「地域主権改革」関連3法案（4月28日）、公務・公共サービスを解体・民営化し経済的利益追及の手段に変質させる改正PFI法案（5月24日）を相次いで可決成立させた。また、月内にも出される社会保障「改革」案では消費税増税を位置づけようとしている。
このように政府・財界は、被災者本位の生活再建と地域再生に逆行し、震災復興を機に「構造改革」路線の推進を加速させようとしている。
(3)　被災者本位の生活再建と地域再生のために求められる新自由主義的「構造改革」路線の転換と公務・公共サービスの拡充
震災からの復興にあたっては、規制緩和をはじめとした新自由主義的「構造改革」路線と外需依存から脱却し、労働者・国民の保護と地域産業の育成、内需拡大によるデフレ不況からの脱却を基本的な姿勢としなければならない。また、復興計画の作成にあたっては、被災地住民の参加が不可欠であり、政府や財界、一部首長などによる復興計画の押しつけを許してはならない。

被災者本位の生活再建と地域再生を行うためには、憲法に定められた権利が住民一人ひとりに保障されなければならない。そのためには、国と地方自治体が雇用・労働、社会保障などさまざまな分野で責任を共有し、役割を分担するとともに住民本位のきめ細やかな公務・公共サービスを提供することが求められる。また、この実効性を確保するためには民主的な行財政の確立が不可欠である。このため、国民のナショナルミニマム保障を放棄する「地域主権改革」、きめ細やかな地方自治を破壊する市町村合併の強制や「道州制導入」は白紙撤回し、政府・財界の意に沿う公務員づくりを進める「公務員制度改革」は中止すべきである。
復旧・復興に向けて行政が果たす役割が山積していることからも、行政をはじめ公務・公共サービスを担う機関の機能と体制を充実する必要がある。とりわけ、被災地への応援派遣のために全国的な公務労働者の増員が求められる。また、がれきの撤去・処分、まちづくりにあたっては、公的就労も含め地元住民の就労機会を確保し、生活再建に資することが必要である。あわせて、「公契約法（仮称）」の制定など公契約の適正化を進め、生活再建に足る適正な労働条件の確保が求められる。「復興特区」を財界の営利追求の機会にさせてはならない。
具体的な提言
提言1　被災者救援の充実と住民参加による「地域再生指針（仮称）」の早期策定
(1)　被災者救援の充実
①　震災後3か月以上がたつが、いまだに救援が必要な状態が続いている。仮設住宅入居者は食糧配給が絶たれることなどから、当選しても入居しない事例が相当数発生している。義援金も、公正配分の必要性を理由に、被災者の手元には届いていない状況となっている。生活手段の確保がままならないなかでは、当座の生活費を補助する制度の創設が求められる。
②　現行の被災者生活再建支援法は、使途を定めない定額渡し切り方式だが、目的を住宅再建に限定している。限定を解除するとともに限度額を引き上げ、かつ被災後速やかに支給できるように手続きを簡素化するなど、制度の改善が求められる。
(2)　国による自治体・地域医療支援の枠組みづくり
これまでの災害対策は、被災自治体の行政機構が機能することを前提としていたが、今回の大震災では、職員、庁舎・設備の被災によって相当の期間、自治体の行政機能が喪失、停止を余儀なくされている。その結果、長期にわたり支援が届かないままに置かれた地域が発生し、その後の被災証明発行、支援金給付等の救援手続きに重大な支障をきたしている。また、医療機関の被害も深刻で、いまだ医療体制が再建されていない地域もある。今回の事態を受け、諸外国のとりくみも参考に、国が一時的に被災自治体や医療機関の業務を代行ないし支援する枠組を設けることが求められる。
 (3)　住民参加による「地域再生指針（仮称）の早期策定
住居の再建、営業の再開、雇用の確保による本格的な復興を進めるため、財政的な裏付けとともに災害に強いまちづくりの在り方を示し、県市町村の計画策定の基本ともなる「地域再生指針（仮称）」を国が早期に作成すべきである。その作成にあたっては、上からの計画の押しつけではなく、被災地の中小企業、農業、漁業関係者、一般住民の意見を反映することが求められる。
提言2　納税者の有利・利便、権利保護の立場に立った税制・税務行政への転換
(1)　被災者の租税の軽減
震災復興に向けて当面行うべき税制措置としては、被災地以外の納税者から所得再配分機能によって被災者が援助されることを税制上で裏付けするため、まずは被災者の租税軽減が求められる。このことから、1)震災時点で納税義務が発生または確定しているが納期限が到来していない税金、2)震災以降に納税義務が発生する税金、のいずれも被災地・被災者には減免・非課税とする、ことを基本に置いて国公労連と全国税が政府に対して求めた事項の多くが、行政対応や第1次補正予算による税制改正によって反映されてはいるが、加えて次のことが必要と考える。
①　引き続き被災地での調査・徴収事務を休止し、税務相談官を全署に配置することも含めた納税者の権利保護や利益・利便につながる制度の提供等の行政対応に徹する。
②　還付金の早期処理を行う。
③　被災地域において数年間発生する法人税の欠損については、繰越欠損年数を拡大して適用する。また、納税猶予の条件を現行の「20％以上の損失・1年以内納付」から「10％以上の損失2年以内」に緩和する。
④　住宅ローン控除の適用期間は、被災住宅に係わる従来ローンの引継価格も含め長期化をはかる。
⑤　特別震災控除（仮称）を新設し、世帯人数に応じた税額控除を行う。
⑥　所得税、法人税、消費税の大幅減免措置を行う。

 (2)　「震災復興臨時法人特別税（仮称）」の設置
従来路線の法人税減税や証券税制の優遇・分離課税等を進めても、内需拡大にも地場産業保護にもならないことは明らかである。そればかりか、復興財源・発行する復興債の償却財源確保のためと、被災地の住民にも負担を求め、消費を冷え込ませる消費税増税は、逆効果でさえある。そのため、大企業・大資産家優遇、大衆課税の路線をやめることに加え、内部留保に課税を行うことを内容とした「震災復興臨時法人特別税（仮称）」を創設すべきである。
提言3　登記行政の専門機関としての体制整備と行政サービスの拡充・発展
国民の権利・財産を守るとともに、不動産取引の安全性を確保するための不動産登記事務をはじめとした法務局の事務は、国の責任において実施されるべきものであり、震災からの復旧・復興と地域における行政サービスの拡充・発展のため、次のことが必要と考える。

①　被災地域の住宅の再建や道路・河川等のインフラ整備のための土地の境界の復元などに向けた体制整備を図るため、法務局・地方法務局に「不動産表示登記部門」を設置する。
②　登記をはじめとした民事行政分野全般の相談業務を担うとともに、総合法律支援・扶助における地域のアクセスポイントの機能を拡充するため、法務局・地方法務局に「民事行政相談センター」を設置する。

③　国と地方の役割分担の明確化を図ることを前提に、それぞれの行政運営の効率化を図るため、情報セキュリティの観点に留意しつつ、法務局・地方公共団体間において、登記や地図の電子情報の共有化を図るシステム・ネットワークを構築する。

④　地域の身近な公共施設等においても、登記事項証明書や地図証明書などの発行が受けられるよう、完全自動化型の行政端末を開発し、その普及を図る。
提言4　被災者の医療確保及び医療提供体制の確立
(1)　医療提供体制の充実・強化

①　東日本大震災において、国立病院や自治体病院及び赤十字病院をはじめとする公的病院が、全国的なネットワークも活用して被災地の医療確保に積極的な役割を担った。このことを踏まえ、公立病院つぶしの「公立病院改革」をやめ、国公立及び公的病院の縮小、廃止、統合、民営化を行わず、医療提供体制の充実・強化をはかる。
②　訪問診療、訪問看護、訪問リハビリテーションなどの在宅医療の充実をはかるとともに、病院、診療所等の地域医療のネットワーク体制を確立する。
③　全半壊・一部損壊、流失した医療機関や介護施設等の復興・復旧のために、設置主体に関係なく再建に見合う公的な助成を行い、被災したすべての医療機関・介護施設等を再建する。
(2)　医療従事者の確保

看護師の離職防止策を講じるとともに、被災地への医師派遣をはじめ医師、看護師などの医療従事者確保対策を確立し、被災地における医療を確保する。
(3)　被災者に対する医療確保

①　被災者の医療費一部負担金免除期間を2012年2月末に打ち切ることなく、被災者の健康と生命を守るため、被災者への支援を継続する。また、食事療養費・生活療養費（2011年8月末期限）も医療費一部負担金免除と同様の取り扱いとする。
②　被災者の医療保険料と介護保険料の全額免除を行う。とりわけ収入が少なく、生活困難な国民健康保険料軽減世帯及び介護保険料軽減世帯については減免する。
提言5　地元の資源を活かした経営で雇用を維持し、地域経済を支える中小企業・業者の復活
(1)　融資などの緊急的な対策
①　被災事業者の社会保険料、労働災害保険料の納付免除期間を現行の「1年間」からさらに1年間延長する。

②　被災中小企業・業者存続のため、実情に応じた緊急融資と既存債務の返済の条件緩和または凍結を行う。

③　被災地の緊急融資ニーズに対応できるよう、信用保証協会や政策金融公庫、商工中金職員等を動員し、十分な金融相談・手続き窓口を設置する。

④　震災によって店舗・事業所を喪失した中小企業・業者のニーズに応じ、臨時店舗等の提供を行う事業を拡充する。そのため、2次補正以降の補正予算で事業費を拡充すること。また、中小企業基盤整備機構の当該事業担当の体制を拡充する。

⑤　中小企業・業者が支援メニューを活用できるよう、中小企業庁、経済産業局、中小企業基盤整備機構等の相談窓口の体制を強化する。

(2)　地域中小企業・業者の再生による復興のための対策

①　すでに福島県が行っている、1)空き工場・空き店舗を使った事業再開支援補助、2)工場・店舗等の再生支援補助の制度を国として行う。
②　被災した中小企業への緊急休業補償制度を創設する。

③　復興のための公共工事、物品調達については、地元中小企業・業者が担えない事業を除いては、地元中小企業への発注を基本とする。

(3)　震災の全国への影響を抑える対策

セーフティネット保証(4号　自然災害に起因する売り上げ減少)に指定するなど、全国に及んでいる震災の影響を抑える措置を講じる。

(4)　積極的な中小企業振興策の実施

①　これまで自治体独自でとりくまれてきた耐震リフォーム助成制度を国として行い、災害に強いまちづくりを推進する。
②　被災地の復興と同時に東海、東南海、南海、日向灘などの地震に備え、避難施設整備などの必要な防災対策事業を早期に実施し、その施工を地元中小企業に発注する。

②　自粛ムードが払拭されないなかで経営困難に直面している観光業などのサービス業対策として、夏の電力対策もかねて長期休暇の奨励などで観光業振興を図る。

提言6　農林水産業が持続的に発展できる環境を構築
農林水産業が地域の地理的条件と生活の伝統文化のうえに成り立つ地域産業であることを踏まえ、地域の意向を確実に把握し、国と地域が一体となって復旧・復興を推進するため、次のことが必要と考える。
①　国内農林水産業と地域を崩壊させる、特区制度による市場経済の導入やTPPへの参加は行わない。
②　国民の食料をまかなう農地・漁港等施設及び国土保全と環境保全に必要な森林は、安全保障の面からも国策として管理することが必要なため、被災した農地などは復旧までの間、所有者の意向を踏まえたうえで一時的に国有化するなどして、国の責任により地元業者の施工で復旧・復興をはかる。
③　被災した農地などの復旧と同時に、全国の農林水産業関係公共施設の強度検査と補修管理を国と都道府県の連携で速やかに実施するとともに、適切な維持管理を行う。

④　今回の震災被害を分析するとともに地域住民の意向も踏まえたうえで、国と都道府県が連携して全国的な農林水産業の防災対策を立てる。
⑤　行き過ぎた輸入自由化政策を見直し、国内の農林水産業が持続的に発展できる環境を構築する。後継者や新規就業者が農村・漁村に安心して定住できるよう、地域の意向に沿った生活環境整備を進める。

提言7　雇用・労働政策の一層の充実と労働行政体制の拡充
被害の大きかった地域の労働行政職場では、震災直後からハローワークに雇用保険の特例措置を求める多くの求職者が訪れることとなった。沿岸部のハローワークでは、震災から4月末までの1ヵ月半で、離職票交付件数や雇用保険失業給付の資格決定件数が、前年度1年間の取扱件数の2倍に達するところもあった。雇用調整助成金の申請も激増している。労働基準監督署においても、解雇、休業、賃金の支払い等をめぐる相談が震災直後から相次ぎ、遺族からの労災補償請求も宮城を中心に激増している。被害の規模に照らし、遺族請求事案は数十年分にも達することが予測される。

現在は、仮設住宅が建設中の段階にあり、避難中の被災者は求職活動に向かえない状況にあるが、今後、求職活動が本格化すれば、地元での再就職を願う被災者が圧倒的多数であることから、被災地での産業復興と、それまでの「つなぎ」雇用や職業訓練等が必要となる。がれき撤去や船舶、建物の解体作業、さらには福島第1原発に働く労働者の安全衛生確保対策も重要となる。震災以降、雇用調整助成金等を活用して雇用を維持してきた企業が、風評被害も含む経済活動の停滞により、雇用情勢がさらに悪化していく場面も考えられることから、雇用・労働政策のいっそうの充実と労働行政体制の拡充のため、次のことが必要と考える。

(1)　地域経済再生と復興までの公的雇用創出

被災者の多くは、地元での再就職を強く希望しているが、地域の産業が壊滅的な被害を受けているため、多くの被災者が広域的な求職活動を強いられかねない。地域経済再建のビジョンやそのスケジュールを含めて提示するとともに、それまでの間、被災者が地域で生活を再建できるように公的雇用を適切な労働条件で創出する。とりわけ、福島第1原発周辺地域では、事故が収束しても、廃炉となった後に雇用が確保できる状況になく、自然エネルギーによる大規模発電施設の建設など、国の責任による地域復興と雇用確保をはかる。

(2)　職業転換に必要な公共職業訓練の実施

農業や水産業、その関連産業における離職者が多数にのぼり、職業転換を希望する者も多いことから、各種学校まかせの基金訓練や10月以降の認定職業訓練ではなく、国の責任で良質な公共職業訓練を実施する。

(3)　雇用縮小につながる賃金抑制政策の見直し

震災による影響に加え、節電要請によって経済活動がさらに縮小し、求人の減少が見込まれ、被災者の再就職はいっそう困難になろうとしている。そうした状況をさらに悪化させる国家公務員の人件費削減は行わない。

(4)　広域職業紹介に必要な、国の直接実施の維持

広域職業紹介の必要性が高まるなど、国の直接実施による全国斉一機関であることの優位性が明らかとなったことから、労働行政の地方移譲の議論を中止し、国の責任にもとづく労働行政の拡充をはかる。

(5)　雇用保険や生活保護による生存権保障の実現

被災地等の厳しい雇用情勢に照らし、雇用保険の失業給付について、さらなる延長給付を検討するとともに、生活保護制度等を積極的に活用するため、労働行政と福祉行政の連携をはかる。

(6)　労災給付事務処理の抜本的な見直し

今後、爆発的な業務量を要する遺族（補償）給付等の労災給付事務、未払賃金立替払事務等の事務処理体制を、全国からの人的応援等を含めて確保するとともに、労働者の負担軽減、迅速処理の観点から事務処理方法を抜本的に見直す。また、必要に応じて管轄の見直しや集中処理機関の設置等を確立する。

(7)　復旧・復興工事における災害・疾病防止（石綿対策を含む）

災害復旧・復興に係る建築・土木工事における労働災害防止に向けて、臨検監督等を強化する。特に、1)建築物等の解体、がれきの処理における石綿等ばく露の防止、2)PTSD対策を含むメンタルヘルス対策、3)墜落・転落災害防止、4)土砂崩壊災害の防止等に万全の対策を講じる。

(8)　原子力発電所の作業に従事する者の健康確保

福島第1原子力発電所の作業に従事する労働者の被曝防護及び被曝管理（内部被曝を含む）を徹底するとともに、作業に従事したすべての労働者の長期的な健康管理（被曝量に応じた手厚い医療、生活支援を含む）を国の責任で行う。

(9)　原子力発電所周辺地域における健康確保措置

福島第1原子力発電所の周辺地域のうち、電離放射線障害防止規則第3条に定める「管理区域」（3月間につき1.3ミリシーベルトを超えるおそれのある区域等）でのあらゆる作業について、電離放射線障害防止規則を改正し、同規則の適用（安全衛生教育、被曝防護及び管理、健康確保策等の義務化）を図り、監督指導を徹底する。

(10)　重層的請負関係下の危険有害作業の規制

原子力発電所の作業を始め、重層的な請負関係のもとで下請企業の労働者が、十分な安全確保措置、労働安全衛生教育等が講じられないまま、危険有害な作業に従事する状況がある（安全確保に必要な連絡調整や長期・継続的な健康管理が難しく、また、請負業者間の価格競争が安全確保措置や安全衛生教育を軽視する傾向がある）。こうした状況を解消するため、法制上の規制を講じる。

(11)　労働行政職員の大幅増員の実現

被災者救済そのものである労働分野における行政需要は、過去に例のない爆発的な規模で増大しており、全国規模で被災局への応援（常時180人規模）を実施しているが、長期間にわたる対応は全国の業務量からも困難となるため、労働行政職員を緊急に大幅増員する。
提言8　国民の生命や暮らし・国民の足を守るのは国の責任で
(1)　国民の足を守る公共交通網は国の責任で確保
①　交通手段の地域間格差などの交通運輸の不均衡な「発展」を是正し、「誰でも、いつでも、どこへでも、安心、便利、快適、正確に移動でき、かつ自由に物資を輸送できる」権利としての『交通権』を確立するため、「交通基本法(仮称)」を制定する。

②　交通政策の基本として「生活交通中心、社会的公正の重視、環境と安全を守る交通体系の構築」を理念にすえ、この理念のもとに国土交通行政については、1)｢交通ニーズへの対応｣型から｢ニーズの管理調整｣型に、2)交通管理の手法を｢市場競争万能｣から｢必要な公的規制を強化する｣に、3)交通事業の評価基準を、従来の｢経済効率｣から生活･環境･安全･公正を重んじる｢社会的効率｣への抜本的改革をはかる。

③　東日本大震災により、公共交通網は大きな被害を受けた。特に、沿岸部のローカル鉄道路線は広範囲にわたって線路や駅舎が流失するなど、その被害は甚大であり、いまなお復旧の目途が立っていない。復旧費用はJR東日本が数百億円、三陸鉄道は180億円程度と試算されているが、現行制度ではその半額は事業者負担となっておりきわめて重い負担である。しかし、高齢化社会、過疎化などの進行が顕著な被災地において、ローカル線は地域住民の貴重な足であり、沿線の復興にとって不可欠であることから、復旧費用の負担も含めて国が責任を持って早期に復旧する。
(2)　公共事業を生活・防災重視型に転換
①　大規模事業を中心とする公共事業の経済波及効果は、工事費に占める材料費や設備費の増加、施工の機械化で雇用創出効果は薄く、調達も大手メーカーのため他産業への波及効果も縮小される。被災地域の経済を再生し住民の安心・安全を確保するためにも、地域中小建設業を育成するとともに被災者を優先的に雇用し、不要不急の事業は中止して住宅、福祉、防災、安全などの生活基盤を中心にした公共事業を推進する。
②　地球温暖化や日本の国土構造や自然条件などの環境条件を考慮して、農業・林業・漁業などの第1次産業の有用性を見直し、環境に配慮し自然との共生を図る公共事業に転換すべきである。また、開発一辺倒の公共事業から既設の公共施設を長期間にわたって利用するための維持管理、更新に重点を移行する。
③　地域住民の参画による復興のためのまちづくり計画を策定するとともに、都市計画や土地利用計画を決定するプロセスを明らかにし、各種手続きの簡素化・短縮化は安易に行わない。
(3)　 暮らしと防災に不可欠な気象行政の充実

①　国民の生命と財産をまもるために、災害の予防・交通の安全確保・地球環境の保全などに資する、より精度の高いきめ細かな気象情報は、国の直接的な責任で提供していく必要がある。そのため、地域のくらしや経済活動に密着した情報や観測データを提供する拠点として、気象台・測候所の充実をはかる。

②
　日本列島はどこでも地震災害が起こりうることから、地震・津波監視業務をさらに強化し、観測機器の整備と技術者の確保・育成をすすめると同時に、火山監視・観測設備の早急な整備やただちに現場に急行できるよう気象庁の機動力向上など総合的な監視体制を強化する。

③
　防災情報は、具体的な避難勧告や復旧活動と有機的に結びついて初めてその力が発揮されるものであり、それら活動の実施部隊となる国の関係出先機関や自治体の防災担当者と恒常的に綿密な情報交換が行えるよう、気象台・測候所の体制を拡充する。
提言9　国の責任で大規模災害を想定した情報通信基盤の整備と復旧体制の確立を求める
東日本大震災においては、地震や津波により広域にわたって防災行政無線や消防無線、携帯電話基地局に関わる通信施設が被災し、または通信機器が滅失したことで、災害時における救援・復旧の拠点となる公共機関や避難所等との通信が途絶するなど、被災者救援に大きな支障が生じた。また、被災者救援や原発復旧作業に携わる各機関相互の通信についても、これまで経験したことがない大災害のもとでは、様々な課題を残した。このような経験を踏まえ、災害時における地域情報通信基盤の確保について次のことが必要と考える。
①　住民の安心・安全を確保する防災行政無線や消防無線の整備など、非常災害時に必要とされる通信手段については、国の財政支援のもとで整備を進める。

②　大規模災害時に、救援や復旧など関係する各機関相互の通信を円滑に確保することは、現状では通信方式や指揮系統の違いもあり容易ではないが、震災の被害が広域に及んだことなどを教訓として、大規模災害時における公共業務に携わる組織の相互通信のあり方について検討する。

③　広く国民に浸透している携帯電話や固定電話についても、通信施設の被災や輻輳による通話制限により、震災直後は通話ができない事態が続いたことから、通信事業者には通信施設の迅速な復旧や臨時基地局の速やかな配置のほか、通話制限の緩和に向けた通信設備の増強などが求められる。
以上
1
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